


★科学コミュニケーション？

 私たちはＮＰＯにサイエンス・コミュニケーションという名前をつけました。狭義

の科学コミュニケーションとは、科学の知識を市民と共有するということで、私た

ちの目指す科学政策への問題提起や政策提言は、少々その意味から外れるように感

じられるかも知れません。 

　私たちは、科学コミュニケーションを広く解釈し、科学ジャーナリズムや科学研

究にまつわる諸問題のコミュニケーションもその範囲に取り入れました。若手研究

者や市民の問題意識を、行政や大学、産業界が共有する、それも科学コミュニケー

ションだと思っています。 

★サイエンス・コミュニケーション設立趣旨

 　近年、日本における科学研究を取り巻く環境は大きく変化しつつある。大学の研

究は、政府や産業界からはより産業に役立つ研究をすべき、よりレベルの高い研究

をすべきとの強い要請を受け、産業界の研究は、利潤追求と安全性や環境との調和

を要求されている。公的研究機関は基礎研究と商用研究の狭間でその存在意義が問

われ、政府は大学や産業界から、それぞれにとって効果的な研究環境の整備を求め

られている。

 　しかしながら、研究システム改革の熱は高まるものの、矢継ぎ早に出される研究

者を対象にした改革を巡る議論には、個別の研究者、学生の意向が適切に反映され

ていない。他にも科学政策決定に際し、研究を担う個々の研究者の考えが適切に反

映されているとは思えない事例は少なくない。このような事態が生じるのは、研究

に関わる異なった立場の当事者同士のコミュニケーションが適切に行われていない

からではないだろうか。

 こうした現状のなか、科学技術庁（現文部科学省）は、平成 12 年度の科学技術白

書のなかで、我が国においても、科学技術にかかわる活動を行う NPO や NGO がそ

の活動を活発化し国民生活に密着した科学技術活動を行っていくことによって、科

学技術に対する国民の意見の集約を図り、科学技術行政における意思決定に対して

そのような意見を反映させていくことが期待される。

 （第 4 節 国民の手にある科学技術より）

 と述べている。異なった社会セクターに属する研究者、市民、行政担当者が研究に

関する情報や意見を共有し交流することで、社会の合意を得た科学技術政策を立案

し実現することの重要性が行政内にも認識されつつある。

 　他方、科学研究の成果が市民生活を維持する上で非常に重要なものになるにつれ

て、科学研究と社会の関係が問い直されようとしている。市民を無知であるという

前提で科学知識を押し付けるような態度は、もはや時代遅れであると言わざるを得

ない。理科離れや先鋭化する科学研究の知に対する市民の厳しい目を前に、わたし

たちは今、市民が欲する科学知識とは何か、科学知識をいかに市民と共有するか、

市民と科学との関係をどのように構築するのかを考える必要に迫られているのであ

る。

 　こうした現状を考えると、科学研究の知を扱う様々な場面において、立場の異なっ

た人々が科学研究の知を題材に情報交換し、意見を言い、双方向に交流すること、

すなわち科学研究の知を通じた双方向交流（科学コミュニケーション）を促進する

ことが、これからの科学研究及び市民社会に不可欠な要素になっていくのではない

だろうか。

 　そこで私たちは特定非営利活動法人サイエンス・コミュニケーションの設立を

宣言する。サイエンス・コミュニケーションは、科学政策や研究システムの立案の

際忘れ去られがちな若手研究者、大学院生、個々の研究者の意見を集約し、それを

行政や研究機関などに伝えることによって、研究者が思う存分研究できる研究環境

の実現を目指す。個々の研究者がその才能を存分に発揮することは、社会にとって

もプラスになるからである。

 　同時に私たちは、科学研究者と市民、あるいは科学研究者同士の科学コミュニ

ケーションを推進したいと考えている。科学研究者の表現スキルを向上するような

活動を行うと同時に、科学研究者と市民がダイレクトに交流できる場をつくること

によって、科学技術に起因する問題、あるいは科学技術によって解決されるべき問

題について議論し、市民が科学研究者に要望を出せるような公的な場を創り出す。

そのことによって、大学・研究機関と社会の利害や関心が離れてしまいがちな現状

を打開し、科学技術の問題解決能力を促進することを目指し、同時に大学・研究機

関に対する社会の関心を向上させることを目指す。

 　サイエンス・コミュニケーションは大学、市民運動、企業、政府組織など社会

の多様なセクターとの共同でこうした事業に取り組む必要がある。事業の安定性、

継続性と組織の独立性を維持しつつ、これら多様なセクターとの提携事業などの協

調関係を築くためには、あるいは事業を透明化し、説明責任（アカウンタビリティ）

を果たし、事業の公益性と公正性を維持するためには、特定非営利活動法人という

活動形態が相応しいと考えている。

 　私たちは以上のような活動を通じて、科学研究の知が社会に生かされる、「知を

駆動力とした社会」の構築に貢献したいと考えている。

★設立に至るまでの経過
 １９９８年２月　研究者の研究環境や科学政策などを議論する研究問題メーリン

グリストが開設される。

 ２００１年１１月　研究問題メーリングリストでの議論を元に、イギリスの科学

雑誌 Nature 誌に投稿、掲載される。

 ２００２年１月　NPO 法人「研究問題」（仮）設立準備委員会が結成され、法人化

に向けた準備がはじまる。

 ２００２年６月　法人の名称を「サイエンス．コミュニケーション」に決める。

 ２００２年１１月　ウェブサイトを開設する。

 ２００３年１２月２６日　NPO 法人として発足

★ NPO サイコムジャパン・アソシエイツ・

　　　　　　　　　　　　　　　メーリングリスト
　NPO 法人サイエンス・コミュニケーション（略称サイコムジャパン）では、活

動に賛同してくださる皆様、及び活動に参加して下さる皆様を歓迎いたします。サ

イコムジャパンに参加する方法には

　●正会員として会費を払い、活動に参加する方法

　●賛助会員として会費を御払い頂き、サイコムジャパンを支えていただく方法

　●協力者、顧問、ボランティアとしてイベントや事業をお手伝いして下さる方法

　の３つがあります。

　サイコムジャパンの活動に興味を持ち、何らかの形で活動に参加したいとお思

いの皆様には、まずサイコムアソシエイツメーリングリストにご加入いただき、

しばらく会の運営や活動をみていただき、その後どのような形でサイコムジャパ

ンに関わるかを御判断頂きたいと思っています。サイコムジャパンに興味のある

皆様は是非お気軽にサイコム・アソシエイツ・メーリングリストに御参加下さい。

●ＭＬ参加の方法

　申し込みフォームをご利用ください。

　http://scicom.jp/application/

★研究問題 ML
　当 NPO では、日本の研究体制を考える研究問題メーリングリストを運営してい

ます。 どなたでもご参加いただけますので、下記サイトから参加申請をしてくださ

い。

　http://scicom.jp/research/

★ NPO サイエンス・コミュニケーション・ニュース
メールマガジン [NPO サイエンス・コミュニケーション・ニュース ] を 発行 

しています。メールマガジンでは、サイコムジャパンの活動報告や、国内外の科

学政策関係のニュースを掲載しています。サイコムジャパンの活動に興味のある

方は御登録ください。

http://scicom.jp/mailmag/

　なお、発行はまぐまぐ及び melma! を利用しております。どちらで登録して も

同じものが配送されますので、お好きなほうで御登録ください。発行者 ( サ イコム )

に購読者のメールアドレスなどは伝わりませんのでご安心ください。 登録や解除

の代行はいたしません。

★『理工系＆バイオ系 失敗しない大学院進学ガイド』
　2006 年 11 月 に、NPO 法 人 サ イ エ ン ス・ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン ＋ 日 本 評 論

社編集部（編著）にて、『失敗しない大学院ガイド』を発行しました（ISBN: 

4535784140）。受験のコツや合格体験記だけではなく、研究室の選び方、学位

論文の書き方、結婚と子育て、アカハラやセクハラ、多彩なキャリアパス、そし

て学振や奨学金対策、海外への大学院留学など、大学院を生き残るための情報を、

豊富な実例に基づいて提供します。


